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（百万円未満切捨て） 

１．平成 23 年 3月期第１四半期の連結業績（平成 22 年 4 月 1日～平成 22 年 6 月 30 日） 

(1)連結経営成績                               （％表示は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％
23 年 3 月期第 1四半期 7,680  △17.9 △151    － △105    － △94    －

22 年 3 月期第 1四半期 9,358   16.9 26    － 69    － 421     －

 

 1 株当たり四半期純利益 
潜在株式調整後 1株当たり 

四半期純利益 

 円    銭 円    銭 
23 年 3 月期第 1四半期 △2 34 － － 

22 年 3 月期第 1四半期 10 44 － － 

 

(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産  自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円    銭

23 年 3 月期第 1四半期 27,559 14,720 51.7 353 23

22 年 3 月期 30,878 15,172 47.6 364 62

(参考)自己資本    23 年 3 月期第 1四半期      14,245 百万円      22 年 3 月期    14,701 百万円 

 

２．配当の状況 

 年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円    銭 円    銭 円    銭 円    銭 円    銭

22 年 3 月期         －           －           －       6   00         6   00 

23 年 3 月期         －                                 

23 年 3 月期 

（予想）        3   00      －         －      － 

（注）当四半期における配当予想の修正の有無：無 

 

３．23 年 3月期の連結業績予想（平成 22 年 4月 1日～平成 23 年 3月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、第 2四半期（累計）は対前年同四半期増減率） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 円   銭

第２四半期（累計） 19,830  0.1 30  △73.0 50  △69.1 40  △89.1 0  99 

通   期 47,400 △0.6 630   △7.2 700  △12.3 480  △42.1 11  90 

（注）当四半期における業績予想の修正の有無：無 
 
 
 



 

  

 
 

４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．３「２．その他の情報」をご覧ください。） 

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動   ： 無 

  新規    －社 （社名   －）、除外    －社 （社名   －） 

  （注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  ： 有 

  （注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有 

② ①以外の変更  ： 有 

   (注) 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に

係る会計処理の原則・手続、表示方法の変更の有無になります。 

 

(4) 発行済株式数（普通株式） 
23 年 3月期 1Q 40,353,080 株 22 年 3月期 40,353,080 株 

23 年 3月期 1Q     33,597 株 22 年 3月期     32,600 株 

23 年 3月期 1Q 40,319,637 株 22 年 3月期 1Q 40,321,526 株 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 

② 期末自己株式数 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 

 

 

 

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

   この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示
時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

   本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により予想と異なる可能性があります。 

 

   当社は、平成22年6月29日に開催された第65期定時株主総会の承認により、平成22年10月1日に大明株式会社と株式

会社コミューチュアとの共同持株会社設立による経営統合を予定しております。 

   平成23年3月期の連結業績予想につきましては、現在の当社組織を前提に算定しております。また、平成23年3月期

の期末配当予想につきましては、共同持株会社への配当となるため未定となっております。経営統合に基づく新会社

の連結業績予想及び配当予想につきましては改めて発表する予定であります。 
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１.当四半期の連結業績等に関する定性的情報 

（1）連結経営成績に関する定性的情報                  

   当第１四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、景気が着実に持ち直して自律回復への基盤が整いつ

つありますが、雇用情勢の悪化、欧米を中心とした海外景気の下振れなどの懸念があり、予断を許さない状

況にあります。 

   情報通信分野においては、携帯電話の急速な成長、ＩＰ化・ブロードバンド化、通信と放送、固定と移動

の融合など構造変化が進展しています。 

    こうした状況のもと当社グループは、黒字の継続・発展による経営基盤の強化の為に、経営改革・改善活動 

の更なる推進に取り組んでまいりました。 

   その結果、当第１四半期連結会計期間における事業収益につきましては、売上高は 7,680 百万円となり前 

年同四半期と比べ 1,678 百万円減少しました。損益面につきましては、営業損失 151 百万円（前年同四半期

は営業利益 26 百万円）、経常損失は 105 百万円（前年同四半期は経常利益 69 百万円）、四半期純損失は 94

百万円（前年同四半期は四半期純利益 421 百万円）となりました。 

 

（2）連結財政状態に関する定性的情報 

  当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ 3,318 百万円減少し、27,559 百万 

円となりました。主な変動項目としましては、完成工事未収入金が 6,631 百万円減少し、現金及び預金が 1,858

百万円と未成工事支出金が 1,517 百万円増加しております。 

  負債につきましては、前連結会計年度末に比べ 2,867 百万円減少し、12,839 百万円となりました。主な変動

項目としましては、工事未払金が 1,636 百万円、短期借入金が 1,070 百万円減少しており、未成工事受入金が

579 百万円増加しております。 

  純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ 451 百万円減少し、14,720 百万円となりました。主な変動

項目としましては、利益剰余金が 245 百万円減少しております。 

 

（3）連結業績予想に関する定性的情報 

  連結業績予想につきましては、現時点においては、平成２２年５月１３日に公表しましたものを変更してお

りません。 
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２.その他の情報 

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 １.簡便な会計処理 

①たな卸資産の評価方法 

    当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地

棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

    また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見

積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

  ②固定資産の減価償却費の算定方法 

   定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。 

 ２.特有の会計処理 

 税金費用の計算 

   四半期連結累計期間に係る法人税等の算定については、（当第１四半期連結会計期間を含む）当連結会計

年度の税引前四半期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

   また、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実

効税率を用いた計算をしております。 

   なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示しております。 

 

（３）会計処理の原則・手続・表示方法等の変更の概要 

   資産除去債務に関する会計基準等の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月 

31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 

日）を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益がそれぞれ 0 百万円、税金等調整前四半期純利益が 20 百万円減少してお

ります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は 33 百万円であります。 

 

  「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

当第１四半期連結会計期間から「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第 16 号 平成 20 年 3 月 10 日 

公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第 24 号 平成 20 年 3 

月 10 日）を適用しております。 

これによる影響はありません。 
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重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

従来、原材料及び貯蔵品については最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）によっておりましたが、より適正なたな卸資産の評価及び期間損益計算を行うことを目

的とし、当第１四半期連結会計期間より移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法）に変更しております。 

 この変更による損益に与える影響は軽微であります。 
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3. 四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 4,152 2,294

受取手形 613 411

完成工事未収入金 6,269 12,900

未成工事支出金 3,376 1,859

原材料及び貯蔵品 202 213

繰延税金資産 1,004 865

その他 657 725

貸倒引当金 △517 △527

流動資産合計 15,759 18,743

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 4,883 4,854

機械、運搬具及び工具器具備品 803 797

土地 5,139 5,306

リース資産 105 105

減価償却累計額 △2,816 △2,742

有形固定資産計 8,115 8,320

無形固定資産   

のれん 161 171

リース資産 15 16

ソフトウエア 596 558

電話加入権 46 46

その他 0 0

無形固定資産計 820 793

投資その他の資産   

投資有価証券 1,786 1,898

繰延税金資産 158 164

その他 1,722 1,778

貸倒引当金 △803 △819

投資その他の資産計 2,864 3,021

固定資産合計 11,800 12,135

資産合計 27,559 30,878

㈱東電通（1955）　平成23年3月期第1四半期決算短信

5



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 971 1,048

工事未払金 2,755 4,392

短期借入金 2,260 3,330

1年内返済予定の長期借入金 1,000 1,000

リース債務 28 34

未払法人税等 83 114

未払消費税等 16 179

未成工事受入金 1,162 583

預り金 68 66

完成工事補償引当金 8 13

工事損失引当金 46 27

賞与引当金 918 590

役員賞与引当金 31 36

その他 193 997

流動負債合計 9,544 12,414

固定負債   

リース債務 43 55

再評価に係る繰延税金負債 1,237 1,298

退職給付引当金 1,860 1,817

役員退職慰労引当金 15 15

資産除去債務 33 －

負ののれん 9 10

その他 95 95

固定負債合計 3,294 3,291

負債合計 12,839 15,706

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,800 3,800

資本剰余金 2,305 2,305

利益剰余金 6,379 6,625

自己株式 △9 △9

株主資本合計 12,476 12,722

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △36 86

土地再評価差額金 1,802 1,892

評価・換算差額等合計 1,765 1,979

少数株主持分 478 470

純資産合計 14,720 15,172

負債純資産合計 27,559 30,878
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(2) 四半期連結損益計算書 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高   

完成工事高 9,358 7,680

売上原価   

完成工事原価 8,371 6,988

売上総利益   

完成工事総利益 987 691

販売費及び一般管理費 960 842

営業利益 26 △151

営業外収益   

受取利息配当金 31 34

保険解約返戻金 13 －

雑収入 － 13

その他 14 9

営業外収益合計 58 57

営業外費用   

支払利息 11 11

その他 4 0

営業外費用合計 15 11

経常利益 69 △105

特別利益   

貸倒引当金戻入額 191 26

その他 0 －

特別利益合計 191 26

特別損失   

減損損失 － 23

経営統合費用 － 80

特別退職金 19 －

その他 4 19

特別損失合計 23 122

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

237 △201

法人税等 △198 △116

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △85

少数株主利益 14 9

四半期純利益又は四半期純損失（△） 421 △94
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（３）継続企業の前提に関する注記 

当第１四半期連結累計期間（自 平成22 年4 月1 日 至 平成22 年６月30日） 

該当事項はありません。 

 

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年4 月1 日 至 平成22 年６月30 日） 

該当事項はありません。 
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（参考資料） 

四半期連結工事高比較  

                                                                                 ( 単位：百万円） 

前第１四半期 当第１四半期 平成 22 年 3 月期 

（21.4.1～21.6.30） （22.4.1～22.6.30） （21.4.1～22.3.31） 部門別 

金額 構成比率 金額 構成比率 金額 構成比率 

Ｎ Ｔ Ｔ 事 業 9,986 54.4 % 7,979 56.4% 9,986 54.0%

 （－） （△796） － （－） 

総 合 シ ス テ ム 事 業 8,506 46.0% 6,171 43.6% 8,506 46.0%

 （－） （△369） － （－） 

計 18,492 100.0% 14,151 100.0% 18,492 100.0%

前

期

繰

越

高 

 （－） （△1,166） － （－） 

Ｎ Ｔ Ｔ 事 業 19,147 89.3% 20,392 93.1% 34,249 79.1%

総 合 シ ス テ ム 事 業 2,283 0.7% 1,509 6.9% 9,075 20.9%

当

期

受

注

高 計 21,431 100.0% 21,901 100.0% 43,324 100.0%

Ｎ Ｔ Ｔ 事 業 29,134 73.0% 28,372 78.7% 44,235 71.6%

 （－） （△796） － （－） 

総 合 シ ス テ ム 事 業 10,790 27.0% 7,681 21.3% 17,582 28.4%

 （－） （△369） － （－） 

計 39,924 100.0% 36,053 100.0% 61,817 100.0%

合

 

 

計 

 （－） （△1,166）） － （－） 

Ｎ Ｔ Ｔ 事 業 7,709 82.4% 6,817 88.8% 36,255 76.1%

 （146） － （△190） － （796） －

総 合 シ ス テ ム 事 業 1,649 17.6% 863 11.2% 11,410 23.9%

 （54） － （481） － （369） －

計 9,358 100.0% 7,680 100.0% 47,665 100.0%

完

成

工

事

高 

 （201） － （291） － （1,166） －

Ｎ Ｔ Ｔ 事 業 21,424 70.1% 21,554 76.0% 7,979 56.4%

 （△146） － （△606） － （△796） －

総 合 シ ス テ ム 事 業 9,141 29.9% 6,818 24.0% 6,171 43.6%

 （△54） － （△851） － （△369） －

計 30,565 100.0% 28,372 100.0% 14,151 100.0%

次

期

繰

越

高 

 （△201） － （△1,457） － （△1,166） －

注１．組織再編成に伴い、当第１四半期より、従来ＮＴＴ事業、ＩＣＴ事業と区分していたものをＮＴＴ事業に、総合システム事業、

キャリア事業と区分していたものを総合システム事業に事業区分を変更しております。 

２．（  ）内は、「工事契約に関する会計基準」に従い、売上高の計上基準として、工事進行基準を適用していることによる影響

額（内数）です。 
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